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リース会計｢公開草案｣における
使用権モデルの会計処理
菱　山　　　淳
論　説
1.　はじめに
2010年8月に,国際会計基準審議会(International Accounting Standards Board)
および米国財務会計基準審議会(Financial Accounting Standard Board)からリー
ス会計基準｢公開草案｣ (ExposureDraft)が公表された1｡この｢公開草案｣
は, 2006年から続く両会計基準設定主体による国際会計基準第17号｢リース
会計基準｣ (International Accounting Standards 17)の改定プロジェクトの成果と
して公表されたものである2｡
この共同プロジェクトの中で一貫して提案されているリース取引に対する会
計処理は,使用権モデルと呼ばれるものである｡このモデルは,これまで基準
化されてきた主要国のリース会計基準と比較すると,資本化方式の点で異なる
会計処理を要求する｡そこで,本稿では,この｢公開草案｣に示された使用権
モデルの会計処理について,とくに次の三点に絞り検討を行う｡
第----･は, ｢公開草案｣におけるリース会計の認識･測定･表示の概要を明ら
かにすることである｡この検討を通じて, ｢公開草案｣に示されるリース会計
の特徴点を指摘する｡第二は, ｢公開草案｣のもとで想定される借手と貸手の
基本的会計処理を明らかにすることである｡周知のように,国際会計基準の設
定の基礎には,原則主義が据えられている｡原則主義の特徴は,会計処理の規
制にあたり,詳細な規則を廃し,基礎となる概念と専門的判断とを重視するこ
とにある3｡ ｢公開草案｣においても,原則主義の考えが採用され, ｢公開草
案｣自体に詳細な会計処理案が規定されていない｡そのため,本稿にて｢公開
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草案｣から導き出される会計処理を明らかにする｡第三は,使用権モデルにお
けるオプションの扱いを検討することである｡ ｢公開草案｣には,これまでの
リース取引におけるオプションの扱いとは異なる会計処理が規定されている｡
そのため,本稿では, ｢公開草案｣のオプションの会計処理の特徴点を明らか
にする｡これらの検討を通じて,リース会計｢公開草案｣における使用権モデ
ルの会計処理の特質を明らかにすることにしたい｡
2.提案される｢借手｣の会計処理
(1)採用されるアプロ-チ
｢公開草案｣では,借手に対し,すべての会計処理を使用権モデル(righLo÷
usemodel)に従って会計処理することを規定する(IASB [2010a] p. 6)｡この場
合の使用権モデルとは,借手に対して,リース期間にわたりリースされた原資
産(underlyingasset)を使用する権利を表す資産とリース料を支払う負債を認
識することを求め,その後,当該使用権資産とリース科支払負債の償却と再査
定を求める会計処理モデルである(同, pp.6-9)｡以下では, ｢公開草案｣の規
定に従い,使用権モデルの会計処理の概要を見ていくことにする｡
(2)借手の認識･測定･表示
LID認識
まず,財政状態計算書においては,リース開始日(date ofcommencementofa
lease)4に,使用権資産(right10f-use asset)とリース料支払負債(liability to make
leasepayments)を認識する(同, 10項)｡
つぎに,包括利益計算書には,他の国際会計基準が当該項目を資産原価に算
入することを要求または許容する場合を除き, a)リース料支払負債に対する
利息費用, b)使用権資産の償却額, C)使用権資産を再評価(revaluation)し
た場合にlAS38によって要求される再評価利得および損失, d)当期または前
期に関連する偶発リース科の見積額あるいは期間オプションペナルティのもと
で予想される支払額および残価保証の見積額の再査定(reassesment)から生じ
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るリース料支払負債の変動,およびe)使用権資産に対する減損損失を認識す
る(同, 11項)｡
②当初測定
借手は,リース契約締酎｣ (dateofincepdon ofthelease)5に,使用権資産お
よびリース料支払負債を次のように測定する(同, 12項)｡使用権資産は,
リース料支払負債と借手による初期直接原価を加算した額で測定する｡リース
料支払負債は,借手の追加借入利子率または,容易に算定可能である場合に
は,貸手が借手に課す率(rate me lessor charges the lessee)6を用いて割り引い
たリース料の現在価値で測定する｡
リース科の現在価値計算にあたっては,借手はリース期間を,更新オプショ
ンまたは終了オプションを考慮することにより,起こりうる各期間の発生の蓋
然性を見積もることにより決定する(同, 13項)○また,リース料の現在価値
には,偶発リース料の見積額,残価保証のもとで貸手に支払う見積額,および
期間オプションペナルティのもとで貸手に支払う見積額を含める(同, 14項)0
リースに含まれる購入オプションの行使価格はリース科ではないため,購入オ
プションはリース科の現在価値の算定に含めない(同, 15項)｡
③事後測定
借手は,リース開始日後に,使用権資産およびリース料支払負債を償却原価
で測定する7洞, 16項)｡
ただし,リース開始日後に,借手はリース科支払負債の繰越額を,前会計期
間より負債に重要な変化が起こるであろうということを示唆する状況が存在す
る場合には再査定を行う(同, 17項)｡具体的には,リース期間の長さを再査定
し,リース期間の変化から生じるリース料支払負債に生じる変化を反映するよ
う使用権資産を修正する｡また,偶発リース料の見積額,期間オプションペナ
ルティや残価保証のもとでの見積額についても再査定を行う｡そして,この変
化が当期または前期に関連する場合には,その見積額の変動を純損益で認識
し,将来期間に関連する場合には使用権資産の修正として認識する(同, 18項)｡
この場合に,再査定は,再評価(revaluadon)と異なることに注意が必要であ
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る｡再評価は資産それ自体を決算時に評価し直す行為であるのに対して,再査
定は上記のようにリース期間とリース料の見積もりの変更に伴うリース科支払
負債の金額の修正を通して行われるリース資産の再評価を意味する8｡
④表示
借手の財務諸表では,リース取引から生じる各勘定項目を他の項目とは区別
して表示し,リース取引の財務的影響を明確に表示する｡
まず,財政状態計算書においては,リース取引から生じる使用権資産を,有
形固定資産内または投資不動産内において,借手がリースしていない資産と区
別して,それらが有形資産であるかのように表示し,リース料支払負債につい
ても他の金融負債と区別して表示する(同, 25項)｡
っぎに,包括利益計算書においては,使用権資産の償却費とリース料支払負
債に対する利息費用を,純損益項目または脚注において他の償却費および利息
費用と区別して表示する(同, 26項)｡
そして,キャッシュ･フロー計算書においては,リースに対するキャッシュ
の支払を財務活動として分類し,他の財務キャッシュ･フローと区別して表示
する(同, 27項)｡
3.提案される｢貸手｣の会計処理
(1)採用されるアプローチ
｢公開草案｣では,借手に対するのと同様に,貸手に対しても,すべての会
計処理を使用権モデルに従って会計処理することを規定する(仏SB [2010a] p･
6)｡ただし,貸手に対する使用権モデルは,一様ではなく,履行義務アプロー
チ(performance obligation approach)と認識中止アプローチ(derecognition ap-
proach)という二つの会計処理に分かれる(同, pp･8-9)｡
貸手の会計処理が,履行義務アプローチによるのか,または認識中止アプ
ローチによるのかは,貸手が予想されるリース期間中またはリース期間後に原
資産に係る重要なリスクまたは便益に対するエクスポージャーを留保している
かどうかに基づき決定される｡貸手が,原資産に係る重要なリスクまたは便益
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に対するエクスポージャーを留保している場合には履行義務アプローチを適用
し,これを留保していない場合には認識中止アプローチを適用する｡いったん
採用されたこれら両アプローチは,リース契約締結日後に変更してはならない
(同, 28項, 29項)｡
(2)履行義務アプローチにおける認識･測定･表示
(D認識
貸手が,履行義務アプローチを採用する場合,各財務諸表における認識は次
のようになる｡
まず,財政状態計算書においては,リース開始日に,リース料受取権とリー
ス期間にわたりリース物件の使用を認める義務を表すリース負債(lease liabil_
ity)を認識する｡この際に,貸手は原資産の認識を中止してはならない
(同, 30項)｡
つぎに,包括利益計算書においては, a)リース料受取権に対する利息収
益, b)リース負債が履行(satisfied)された時のリース収益を純損益として認
識する｡また,再査定から生じるリース負債の変動とリース料受取権に対する
減損損失も純損益項目として認識する(同, 31項)｡この際に,リース収益
は,それが貸手の通常の活動の過程で生じたものである場合には収益として分
類しなければならない(同, 32項)｡
②当初測定
リース契約締結日に,貸手はリース科受取権およびリース負債に関して,次
の測定を行う｡リース料受取権については,貸手が借手に課す率を用いて割引
いたリース科の現在価値と貸手による初期直接原価との合計額で測定する｡
リース負債については,リース料受取権の額で測定する(同, 33項)｡
リース料の現在価値計算にあたっては,貸手はリース期間を,更新オプショ
ンまたは終了オプションを考慮することにより,起こりうる各期間の発生の蓋
然性を見積もることにより決定する(札34項)｡また,リース料の現在価値
には,偶発リース料の見積額,残価保証のもとで借手から生じる債権の見積
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額， および期間オプションペナルテイのもとで借手から生じる予想受取額を含
める(同， 35項)。リースに含まれる購入オプションの行使価格はリース料では
ないため，購入オプションはリース料の現在価値の算定に含めない(同， 36項)0
これらの規定が示すように， 貸手のリース資産および負債の測定は， 前述し
た借手と同一の測定値を導き出す規定内容となっている。
③事後測定
貸手は， リース開始日後に， リース料受取権およびリース負債に対して， 次
の測定を行うD まず， リース料受取権を実効利子法を用いた償却原価で測定す
るO 次に， リース負債に対しては， 残余リース債務(remaìning lease liability) を
借手による原資産の仕様のパターンを基礎として測定する。 貸手が， 残余リー
ス債務を借手による原資産の使用パターンに基づき組織的かっ合理的な方法で
容易に算定できない場合には， 定額法を用いて測定する(同， 37項)。
また， 借手の処理と同様に， 貸手においてもリース開始日後に， リース料受
取権の繰越額を， 前会計期間よりリース料受取権に重要な変化が起こるであろ
うということを示唆する状況が存在する場合には， 再査定しなければならない
(同， 39項)0
具体的には， リース期間の長さを再査定し， リース期間の変化から生じる
リース科受取権に生じる変化を反映するようリース負債を修正する口 また， 偶
発リース料の見積額， 期間オプションペナルテイや残価保証のもとでの見積額
についても再査定を行う。 そして， この変化が貸手が関連するリース負債を履
行した範囲において純損益で認識し， リース負債を履行していない場合には
リース負債の修正として認識する(同， 39項)。
これらの規定が示すように， 金融商品としての性質を有するリース料受取権
とリース負債に対して， 金融商品の測定に適用される公正価値評価を求めてい
ない。 これは， 貸手の事後測定にも， 当初測定と同様に， 前述した借手と同一
の測定値を導き出すことが意図されているためと解されるD
④表示
貸手の財務諸表においても， 借手の場合と同様に， リース取ヲ|から生じる各
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勘定項目を他の項目とは区別して表示し,リース取引の財務的影響を明確に表
示することが規定されている｡
まず,財政状態計算書においては,原資産,リース科受取権,リース負債,
およびこれらの合計として正味リース資産あるいは正味リース負債を認識する
(同, 42項)｡
つぎに,包括利益計算書においては,リース料受取権に対する利息収益,
リース負債の履行から生じるリース収益,および原資産に対する減価償却費を
他の利息収益,収益および減価償却費と区別して純損益に表示する(同, 44
項)｡
そして,キャッシュ･フロー計算書においては,リース科の受取額を営業活
動として分類し,他の営業活動と区別して表示する(帆45項)｡
このうち,借手の会計処理と対比して特徴的な方法が,財政状態計算書にお
ける表示である｡ここでは,リース取引から生じるリース料受取株およびリー
ス負債の総額が示されるとともに,それらの合計として正味リース資産あるい
は正味リース負債を示す,結合表示の考えが提案されている｡この方式を提案
する理由には,原資産,リース料受取権,およびリース負債の相互依存性が明
らかになること,貸手がリース資産を所有し続けていることが明らかとなるこ
と,そして原資産,リース科受取権,およびリース負債を個別に表示した場合
に,財政状態計算書において総資産と総負債のいずれもが不適切に過大に表示
されることになるという懸念を解消することである点が指摘されている9｡
(3)認識中止アプローチにおける認識･測定･表示
(D認識
貸手が,認識中止アプローチを採用する場合,各財務諸表における認識は次
のようになる｡
まず,財政状態計算書においては,リース開始日に,リース料受取権を認識
する｡また,リース期間中に原資産を使用する借手の権利を示す原資産の繰越
額の割合を認識中止する｡さらに,貸手が留保する原資産に対する権利を示す
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原資産の繰越額の残余割合を残余資産(residual asset)として再分類する
(同, 46項)｡
つぎに,包括利益計算書においては, a)リース料の現在価値を示すリース
収益とリース開始日に認識中止された原資産の原価の一部を示すリース費用,
b)リース料受取権に対する利息収益を純損益で認識する｡また,リース期間
とリース料について再査定を行った場合には,それらの変動から生じる損益を
純損益で認識する｡リース料受取権と残余資産に対する減損損失も純損益項目
として認識する(同, 47項)｡この際に,リース収益とリース費用が,貸手の
通常の活動の過程で生じた場合には,リース収益を収益に,リース費用を売上
原価に分類しなければならない(同, 48項)｡
②当初測定
リース契約締結日に,貸手はリース料受取権と残余資産に関して,次の測定
を行う｡リース科受取権については,貸手が借手に課す率を用いて割引いた
リース科の現在価値と貸手による初期直接原価との合計額で測定する｡また,
残余資産は,原資産の繰越額の配分後の金額で測定する　胴, 49項)｡
(彰事後測定
貸手は,リース開始日後に,リース資産に対して,次の測定を行う｡まず,
リース料受取権に対しては,実効利子法を用いた償却原価で測定する｡残余資
産については,事後測定を行わない(同, 54-55項)｡
ただし,リース開始日後に,貸手は,リース料受取権の繰越額を,前会計期
間よりリース料受取権に重要な変化が起こるであろうということを示唆する状
況が存在する場合には,再査定しなければならない｡具体的には,リース期間
の長さを再査定し,それにより残余資産の変動が生じる場合には,貸手はそれ
らの変動を認識中止を行った権利と残余資産とに配分し,それに従って残余資
産の帳簿価額を修正する｡また,偶発リース科の見積額,期間オプションペナ
ルティや残価保証のもとでの見積額についても再査定を行い,それにより生じ
るリース科受取権の変動は純損益で認識する　洞, 56項)｡
これらの規定が示すように,履行義務アプローチと同様に,金融商品として
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の性質を有するリース料受取権に対して公正価値評価を求めず償却原価で測定
するなど,借手と同一の測定値を導き出すことが規定されている｡
(彰表示
履行義務アプローチと同様に,貸手の財務諸表では,リース取引から生じる
各勘定項目を他の項目とは区別して表示し,リース取引の財務的影響を明確に
表示することが規定されている｡
まず,財政状態計算書においては,リース料受取権を,サブリースから生じ
る権利と分けて,他の金融資産と区別して表示する｡つぎに,残余資産を,サ
ブリースから生じる残余資産と分けて,有形固定資産内に区別して表示する
(同, 60項)｡
つぎに,包括利益計算書においては,リース収益とリース費用を貸手のビジ
ネスモデルを反映する情報を提供できるように,個別項目としてあるいは純額
を単一項目として純損益に表示する(同, 61項)｡また,リース料受取権から
生じる利息収益については,他の利息収益と区別して純損益に表示する(同,
62項)｡
そして,キャッシュ･フロー計算書においては,リース料の受取額を営業活
動として分類し,他の営業活動と区別して表示する(同, 63項)｡
以上のように｢公開草案｣で提案された会計処理の概要をまとめることがで
きる｡以下では,この提案内容から,具体的にどのような会計処理が行われる
かについて, ①オプションのないリース取引のリース開始日および決算時の処
理, ②オプションのあるリース取引の再査定時の会計処理, ③オプションを考
慮した場合のリース開始日の処理の三つのケースにつき借手と貸手の会計処理
を対比して示し,使用権資産とオプションを認識することの意味について検討
する｡
4.具体的会計処理
(1)オプションのないリース取引のリース開始日および決算時の処理
借手および貸手の会計処理を示すために,次の①および②の計算例を用い
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るD この計算例は， r公開草案」の付表Bの設例を一部修正したものである。
ただし， 付表Bには， 財務諸表の表示および借手の会計処理例が記載されて
いない点に注意されたい。
①履行義務アプローチによる場合
[計算設例1]
企業Aが， 予想耐用年数が15年の機械の5年間のリース契約を行う。年間のリー
ス料は1 ，000の後払である。 このリースにおいて貸手が課す利率は8%である。
リースの開始時における機械の帳簿価額は15，000である。貸手は， リース期間 後の
原資産に係る重要なリスクまたは便益に対するエクスポージャーを留保している。5
年間のリース料の現在価値は3 ，993である。貸手は， 原資産 を15年で， リース負債
を5年で定額法で償却する。(IASB [2010a]付表B設例1を一部修正)
上記設例では， 貸手が予想リース期間後の原資産に係る重要なリスクまたは
便益に対するエクスポージャーを留保しているため， 貸手は履行義務アプロー
チで会計処理するD その会計処理を示すと， 次の[図表1]のようになるD
[図表1] :オプションのないリース取引のリース開始日および決算時の会計処理例
貸手の会計処理
①リース開始日:貸手はリース料を受取る権利とリース
負債とを認識する。
(借)リース償綴 3，993 貸)リース負債 3，993 
*3，993 は， リース料1， 000の 5年間の現在価値(割引
率8%)である。
*リース債権は， リース料受取権を意味する。
*リース負債は， 借手に対して原資産をリース期間にわ
たり使用することを認める貸手の義務を表す。
cg決算時(第1年度末)
(1)リース料の受取り
(借)現金 1， 000 貸)リース債権 1， 000 
(2)リース債権に対する利息
(借)リース債権 319 貸)受取手Jj息 319 
*3， 993x 8 %キ319
(3)リース負債の履行によるリース収益
(借)リース負債 799 貸)リース収益 799 
*3，993 75年キ799
(4)原資産の減価償却授の計上
(借)減価償却費1， 000 (貸)減価償却累計額1， 000 
* 15， 000715年= 1， 000 
借手の会計処理
①リース開始日:借手は使用権資産とリース料の支払義
務を認識する。
(借)リース資産 3，993 貸)リース負債 3，993 
*リース資産は， リース物件の使用権(使用権資産)を
意味する。
*リース負債は， 貸手に対するリース料支払負債を意味
する。
②決算時(第1年度末)
(l)リース科の支払い
(借)リース負債 681 貸)現金1， 000 
支払利息 319 
*3， 993x 8 %キ319 1， 000-319=681 
(2)リース資産(使用綴資産)の償却:
(借)使用権償却 799 貸)リース資産 799
* 3， 993 7 5年キ799 使用権資産はリース開始日から
リース期間終了日に及ぶ期間と原資産の耐周年数にわた
る期間のいずれか短い期間で組織的方法にもとづき償却
する。 借手は償却方法を選択し， f:ì:t却期間と償却方法を
IAS38 に従って再考する(2 0項)。
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貸手の財務諸表 倆稲?ﾈﾞ??IUﾂ?
財政状態計算鞍 俥?ﾘ??ﾇh蟀??
現金1.000 侏ｸｾ?#???坪5厩?ﾃ?2ﾃ3??
原資産14,000 リース依権3,312 リース負僻3,194 正味リース資産14,118 *正味リース資産:原資産(15.000-1,000)+リー ス倣椎(3,993+319-1,000)+リース負倣(3,993- 799)=14,118 包括利益計駐昏(純孤益の部) ?ｨ?5磯??ﾃ?B??yy?hﾇh螽ﾚｈ??揺,ﾉYB?
減価倣却牡1,000リース収益799 俶yw??ﾘｷ?湯?
受取利息319 倡瓜Yy?s3??
②認識中止アプローチによる場合
【計算設例2】
企業Aが, 10年間の機械のリース契約を行う｡年間リース料は1,000の後払であ
る｡このリースにおいて貸手が課す利率は8%である｡リースの開始時における機
械の公正価値は7,000,帳簿価額は5,000である｡機械の耐用年数は10年である｡
貸手は,予想リース期間中またはリース期間後のいずれにおいても原資産に係る重要
なリスクまたは便益に対するエクスポージャーを留保していない｡ 10年間のリース
科の現在価値は6,710である｡ (IASB [2010a]付表B設例4を一部修正)
上記の【計算設例2】では,貸手が予想リース期間中およびリース期間後の
いずれにおいても原資産に係る重要なリスクまたは便益に柑するエクスポー
ジャーを留保していないため,貸手は認識中止アプローチで会計処理すること
となる｡その会計処理を示すと, 【図表2】のようになる｡
【図表2】 :オプションのないリース取引のリース開始日および決算時の会計処理例
貸手の会計処理 倆稲?ﾈ檍ﾇh?yﾒ?
①t)-スの開始日:貸手は,借手に移転された資産部分 ??ｨ?5愛ｨ跌?｣ｨ妤訷,ﾘ諍w????h8ｨ?5??ﾈ迚ZXﾝ?
について認織の中止を行い,リース依権,収益および 冖??h?+x.薬?
売上原価を敵織するo 宙墲?ｨ?5磯?澱ﾃs??ﾒ?ｨ?5厩?｣bﾃs??
(借)リース位権6.710(貸)収益6,710 暢8ｨ?5磯??ﾒ?ｨ?5瓜以?ﾈ諍w??諍w???著/?
(借)売上原価4.793(貸)原資産4,793 ?9j?x.薬?
*6.710は,リース科1.000の10年間の現在価値(剖 暢8ｨ?5厩兔h,ﾒﾉ?訷,??x.?ｨ?5?育瓜YX?ｨ/?9j?
引率8%)であるo *5,000×6,710÷7,000≒4,793借手に移転する資産の 配分は.移転された権利の公正価値と貸手により留保さ れている権利の公正価値との比率で配分することにより 行う(50項)o ?x.?ｲ?
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②第1年度末 貸手は次の会計処理を行う。
(1)リース料の受取り
(借)現金 1， 000 (貸)リース債権 1， 000 
(2)リース債権に対する利息
(借)リース債権 537 (貸)受取利息 537 
*6. 7l0x 8 %キ537
(3) 原資産の残余資産への振り替え
(借)残余資産 207 (貸)原資産 207 
* 5. 000 - 4. 793 = 207 
貸手の財務諸表
財政状態計算書 包括利益計算書(純損益の部)
現金 1， 000 売上原価 収益6.710
リース僚機 4.793 受取利息
6.247 537 
残余資産 207 
一一
②第1年度末 借手は次の会計処理を行う。
(l)リース料の支払い .
(借)リース債務 463 (貸)現金 1， 000 
支払利息 537 
* 6. 710x 8 %ヰ537 1000 - 537 = 463 
(2)使用機資産の償却
(借)使用;阪償却 671 (貸)リース資産 671 
*6.710-;'-10年= 671 使用機資産はリース開始日から
リース期間終了日に及ぶ期間と原資産の耐用年数にわた
る期間のいずれか短い期間で組織的方法にもとづき{賞却
する。 借手は償却方法を選択し， 償却期間と償却方法を
IAS38に従って再考する(20項)。
借手の財務諸表
財政状態計鉢密: 包括利益計算書(純損益の部)
現金 リース債務 使用権償却
ム1， 000 6.247 671 
リース資産 支払利息 537 
6.039 
(2)オプションのあるリース取引の再査定時の処理
① 履行義務アプローチによる場合
[計算設例3]
上記の[計算設例1]にリース開始の3年後に契約を終了するオプションが含まれ
ているものとし， 1年度末に， 貸手はリース期間を再査定し， 3年度末にオプション
が行使され， リースが終了すると判断する。 残り2年間のリース料の現在価値は
1， 783である。(IASB [2010a]付表B設例1を一部修正)
再査定は， すでに述べたように， 貸手と借手のいずれの側でも行うO この
ケースでは， 貸手と同様の見積りを借手も行うと仮定するD この場合に， 第一
年度末の再査定に基づくリース資産および負債の修正処理は， [図表3]のよ
うになるO
これが示すように， リース期間を再査定し， 予想を変更することにより， 貸
手の財政状態計算書では正味リース資産の金額に変動は生じないものの， 貸手
および借手のリース資産および負債には期間の減少分だけ金額が減少すること
になるD なお， リース期間が増加するオプションの場合には， 貸手および借手
のリース資産および負債は， 期間増加分だけ金額が増加することになるO
リース会計｢公開草案｣における使用権モデルの会計処理　　33
【図表3】 :オプションのあるリース取引の再査定時の会計処理例
貸-~手の会計処理 倆稲ﾈ檍ﾇhyﾒ   
(享傭1年度末に,貸手はリース期間を村有志し,リース ｸｹﾓ｢cﾔｦ討永h,鎚妤訷*ｩﾘ訷,dX譎vﾈ,停坪5葦ｨｭH,ﾉ>ｾ        
債権を減欲して新たな予想支払歓(残り2勺:-間)を反 茲ﾒ"韆9uﾒ竰ﾘ5葦ｨｭH/)Dhﾊ.ｨﾘx,            
映する〔)貸手はリース期間の減少を反映するために, ﾒﾈ鵁,ﾈ檍ﾇh-ﾗ8*J      
対応する減額をリース負債に行う｡ 宙墲ｨｸ5厩俐#ﾃS#忠.rｨｸ5磯蜩ﾃS#        
(借)リースf1億1,529(貸)リース債権1,529 暢8ｨｸ5葦ｨｭH,ﾉ|x+8/ﾜHﾛRﾈ8ｨｸ5葦ｩn(,ﾉ¥ｸ*r        
*3,312-1,783-1,529このうち,3,312はリース債 h+h.ｨｸ5閲ﾈ迚ZXｶk,h+h.兔ｸ/Kﾘ防+x.h*B           
権の残品(3,993-1,000+319)であり,1,783は, リース料1,000の2年間の現在価値(割引率80/o)で ある○ 俶ywﾊ蝌/肪x.茶xﾘ窒ﾂ         
(吾川-ス期間の再査定をする場合の財政状態計算斉は次のようになるo 
貸T--の財政状態計算書 倆稲ﾈﾞﾘ9Hﾇh螽       
財政状態計算書 俥ﾘ9Hﾇh螽靨     
税金1,000 Xｾ#ﾃ8ｨｸ5厩俐#ﾃs           
原資産14,00O リース債権1,783 リース負債1,665 止味リース資産14,118 *正味リース資産:原資産(15.000-1,000)+リース 債権(3,993+319-1,00()-1,529)+リース負債 (3,993-799-i,529)-14,118 ｨｸ5磯蜩ﾃccR     
損益計算上は,貸手の側においては再査定以降の年度において,リース債権
の減少額に対する受取利息,およびリース負債の減少額に対するリース収益が
それぞれ減少する｡それにより,利益には負の影響が生じることになる｡借手
の側においては,リース負債の減少額に対する支払利息,およびリース資産の
減少額に対する償却費がそれぞれ減少することになる｡
②認識中止アプローチによる場合
【計算設例4】 
上記の【計算設例2】にリース開始の8年後に契約を終了するオプションが含まれ 
ているものとし,1年度未に,貸手はリース期間を再査定し,8年度未にオプション 
が行使され,リースが終了すると判断する〇第1年度末の機械の公正価値は6,250で 
ある07年間のリース料の現在価値は5,206である○(IASB[2010a]付表B設例4 
を一部修正) 
再査定は,すでに述べたように,貸手と借手のいずれの側でも行う｡この
ケースでは,貸手と同様の見積りを借手も行うと仮定する｡この場合に,第-
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年度末の再査定に基づくリース資産およびリース負債の修正処理は, 【図表
4】のようになる｡
【図表4】 :オプションのあるリース取引の再査定時の会計処理例
1号手の会計処理 劍妤訷,ﾈ檍ﾇhyﾒ  
(:i_)節l年性心二は手はリース期間の西査定に息づき,残 劍cc｢泳(,倆稲ｩﾘ訷,fﾆﾂ闔ｩvﾈ,ｨｸ5葦ｨｭH,ﾈﾜH.           
余資産を増加させるとともに,リース偵棉::_,収益およ 劍/ﾄ"ﾈuﾘ8ｨｸ5葦ｨｭH/yDhﾊ.ｨﾘx,ﾒﾂ              
び売卜原価を減額するo 劍鵁,ﾈ檍ﾇhｵ/ﾗ8*Ie2ﾂ    
(借)収益1,()41(貸)I)-ス債権1,()41 剪逸ｘ8ｨｸ5厩俐#ﾃFﾂrｨｸ5磯ﾍSﾃC           
(借)残余資産34(皆)JJH二原価34 剪｣bﾃ#CrﾓRﾃ"ｓbﾓﾃCuﾘ8ｨｸ5葦ｩ~*｣yDh,         
*6,247-5,206-1,041このうち,6,247は1)-ス偵 劍.h*Bﾈﾅ*ｨ+8.ｨ.Dﾈ8ｨｸ5葦ｨｭH,ｩ9h+x.B          
権の城島であり,5,206はリース料1,000の7年間の現 劔ZX*(ｶk/ﾋ挨x.宙ｲ      
/I:_価値(割引や8%)である｡ 剪ｨ8ｨｸ5葦ｨｭBの長さを再査定し,リース期間の) 兔ｸ*r     
*207×1,041÷6,25()≒34リース期f告jの仲評価により残 劍ﾄ討h.ｨｸ5閲瓜YGｸ,筈ﾈ+h.兔ｸ/_ｨ防+x.h*H誡            
余類推の変動が′1:_じる場介には,貸手はそれらの変動を 凪瀧のー州-.を行った権利と残余資席とにFILl介し,残余を 鹿の帳簿価散を修Ll:_する(50日'56Jft),) 劔ﾉ-h蝌/ﾆﾃ･x.茶t｢vf猪       
r:2)リース期間の再杏定をする場合の財務諸衣は次のようになる() 
貸手の財政状態.il-常吉 劍妤訷,ﾈﾞﾘ9HﾇiB       
財政状態計符井也!.T,.利益,汁策n:(純損益の部) 劍ﾞﾘ9Hﾇh螽nxｨyyhﾇh螽引9h,ﾉ           
税金1,()00 箸遅ﾌ8ﾋH幵収益5,669 侏ｸｾリース債務便川権償却      
リース債権 釘ﾃsS受取利息 #ﾂｒｒｒ5,206671     
r),2()6 械余資催211 37 ｨｸ5亥ﾂﾃ涛支払利息r)37        
これが示すように,リース期間を再査定し,予想を変更することにより,貸
手の財政状態計算書ではリース債権が減少するとともにリース資産に対する残
余持分の割合だけ残余資産が増加する｡借手のリース資産およびリース負債は
期間の減少分だけ金額が減少する｡なお,リース期間が増加するオプションの
場合には,借手のリース資産およびリース負債は,期間増加分だけ金額が増加
することになる｡
損益計算上は,貸手の側においては,再査定により,リース収益と売上原価
がともに減少する｡それにより,利益には負の影響が生じることになる｡借手
の側において再査定以降の年度において,リース負債の減少額に対する支払利
忠,およびリース資産の減少額に対する償却費がそれぞれ減少することにな
る｡
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(3)オプションのあるリース取引のリース開始日の処理
｢公開草案｣では,先に述べたように,リース期間の見積りを行う場合に,
借手および貸手に対して, ｢起こりうるそれぞれの期間の発生確率の見積り
を,リースの延長又は終了のオプションの影響を考慮に入れて行うことにより
リース期間を決定しなければならない｣ (IASB [2010a] 13項, 34項, 51項)と
する｡この場合に, ｢リース期間は,発生しない可能性よりも発生する可能性
の方が高くなる最長の起こりうる期間として定義されている｡企業は,契約に
含まれるすべての明示的および黙示的なオプションと,法令の運用による影響
とを考慮して,リース期間を決定する｣ (同,付表B16項)とする｡具体的に
は,この考えを適用するとリース開始時点においてリース期間を決定する方法
は【計算設例5】のように行う｡
【計算設例5】 
企業は,解約不能な期間10年のリース,10年の終了時に5年間更新するオブシヨ 
ン,および15年の終了時にさらに5年間更新するオプションを有しているものとす 
るo企業はそれぞれの期間の発生確率を次のように判断していると仮定するo(a)10 
年の確率が400/0,(b)15年の確率が30%,(C)20年の確率が30%○(IASB[2010 
a]付表B17項) 
このケースにおいて,各期間の発生確率は【岡表5】のように示すことがで
きる｡これが示すように,期間10年となる確率40%より,更新オプションが
選択され期間15年以Lとなる確率60%が高いため,この時点で15年以上が
選択される｡ただし, 2度の更新オプションが選択され期間20年となる確率
は30%である｡この結果,発生しない可能性よりも発生する可能性が高くな
る確率,すなわち50%超の確率となる最長期間は15年となる｡したがって,
このケースにおけるリース期間は15年と決定されることになる｡
このように,オプションのあるリース契約においては,リース開始日におい
てオプション期間を含めてリース期間が決定されるため,オプション期間にお
けるリース料の現在価値がリース開始日におけるリース資産とリース負債に含
めて計上されることになる｡くわえて,先の計算設例で見たように,再査定を
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行うことにより,これらの計上額は変動する可能性をもつ｡
なお,更新オプションを行使するか否かを判断し,起こりうる期間の発生確
率を評価する際には, (a)契約上の要因, (b)契約外の要因, (C)事業上の要
因,および(d)その他の借手に起因する要因を考慮する｡契約上の要因と
は,借手がリースを延長するかまたは終了するかに影響を及ぼす明示的な契約
条件をいい,これには,更新後の期間におけるリース科の水準,偶発リース科
または期間オプションのペナルティ,残価保証などの条件付支払,更新オプ
ションの存在などがある｡契約外の要因とは,リースの更新または終了に関す
る決定の財務的影響のうち契約で明記されていないものをいい,これには,
リース期間に影響を与える現地の規制,リースが終了されるか更新されない場
合には放棄される重要な改良物の存在などがある｡事業上の要因とは,原資産
が借手の営業にとって不可欠かどうか,原資産が特別仕様の資産かどうかなど
がある｡これ以外にも,借手の意図や過去の慣行など借手固有の要因も更新オ
プションの行使に影響を与えるものとして判断される(同, B18項)｡
【図表5】 :リース期間の決定方法
10年となる確率40%　　　　　オプションが行使され15年以上となる確率60%
オプションが2度行使され20年となる確率30%
5.公開草案における使用権モデルの特質
以上の会計処理を前提として, ｢公開草案｣における使用権モデルの会計処
理に関して,とくに使用権の認識に係わる処理とオプション期間の認識に係わ
る処理について特徴点を明らかにする｡
(1)使用権の認識
既にみたように, ｢公開草案｣では,使用権モデルを,借手および貸手に共
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通するリース取引の会計処理モデルとして提示している｡この使用権モデルに
は,とくに使用権の認識に関して次の特徴点を指摘することができる｡
第一に,借手に対して使用権モデルを適用することにより,現行基準に比較
して,資本化範囲が拡大される点である｡周知のように,現行基準ではリース
契約を一定の基準に照らしてファイナンス･リースとオペレーティング･リー
スとに分類し,ファイナンス･リースに分類されたリース取引に対して資本化
処理を要求する｡オペレーティング･リースに分類されたリース取引は賃貸借
処理され,オペレーティング･リースに係る資産および負債が財務諸表に反映
されることはない10｡これに対して, ｢公開草案｣における使用権モデルでは
リース物件の使用に係る権利と義務を資本化の対象とするため,オペレーティ
ング･リースに係る権利と義務をも含むすべてのリース契約を財務諸表に反映
させることが可能となる｡
第二は,リース契約に含まれる更新オプションや終了オプションといった期
間に係わるオプションに係る資産と負債をリース契約の構成要素として個別に
計上せず,使用権資産とリース科支払負債に集約する単一資産･負債アプロー
チが採用される点である｡この処理により,リース契約に付随する諸権利を個
別に測定する複雑さを軽減することとなり,またリース契約が単一科目に集約
されることにより,財務諸表の読み手に対して有用な情報を提供することにな
ると予想される｡このオプションについては後述する｡
第三は,借手と貸手に対して,認識面と測定面において取引内容に応じて整
合的な会計処理を求める点である｡そもそも,使用権モデルは借手の処理を使
用権を取得したものと見る点に最大の意義を有するが,貸手に対しても借手の
会計処理を反映させることで,借手と貸手に整合的な会計処理を規定しようと
試みている｡まず認識面においては,リース期間中またはリース期間後の原資
産に伴う重要なリスクまたは便益に対するエクスポージャーを貸手が留保して
いるか,借手に移転しているかによりふたつのアプローチを適用している｡借
手に便益とリスクが移転している場合には,貸手は原資産の認識を中止する認
識中止アプローチを適用し,貸手が留保しているときは原資産は維持しつつ,
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義務の履行に応じて収益を認識する履行義務アプローチを適用する11。 このよ
うに， 借手との取引内容に応じて貸手の会計処理を規定し， 一律な会計処理を
求めない点に特徴がある。 次に， 測定面では， 借手の側において使用権資産と
リース料支払負債を当初測定時に原価で， 事後測定時に償却原価で測定する処
理に合わせて， 貸手の側でも， リース料受取権とリース料支払負債を原価およ
び償却原価で測定することを要求しているD 本来， 貸手に生じるリース料受取
権とリース料支払負債は金融資産・金融負債としての性質を有する項目である
ので， 公正価値で評価することが求められるところであるが， 借手と整合的に
処理するために原価および償却原価で評価することを求めている120
(2)オプションの認識
「公開草案」におけるオプションの認識方法としては， 次の特徴点が指摘で
きる130
第一に， リース開始日においてリース期間の決定を行う際に， オプションが
付されている場合， この履行程度の確実性を一定の基準に照らして判断し， 基
本契約期間に加算することが規定されている点であるo この時， オプション部
分については， 個別に計上されることなく， 使用権資産の取得とみなして処理
する単一資産負債アプローチが採用されているO そのため， オプションを個別
に会計処理することから生じる複雑性が軽減されることになるO
第二に， オプション認識にあたっては， 発生しない可能性よりも発生する可
能性の方が高くなる最長の起こりうる期間(すなわち50%超となる期間)となる
ことが想定されている140 そのため， とくに期間に係るオプションが付与され
ている場合にはリース期間に必ずしも履行が保証されているわけで、はないオプ
ション期間が算入することになる。 この場合に， オプション期間における借手
のリース物件を使用する権利はリース料の支払に条件付けられ， リース料の支
払義務はリース物件の使用をリース期間にわたり与えられることに条件付けら
れる。 すなわち， オプション期間に係るリース契約上の権利と義務は相互の履
行を条件とする条件付きの権利と義務であるD 権利と義務が契約当事者の将来
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の履行に条件付けられているということは， リース開始時点においてオプショ
ン期間のリース契約は未履行契約と考えられる15。 そのため， 発生しない可能
性よりも発生する可能性の方が高くなる最長の起こり得る期間を想定する「公
開草案」のアプローチは， 未履行契約の認識が行われる可能性があることを意
味する160 また， リース開始時点において， 未履行契約たるオプション期間を
リース期間に含めて測定することは， 資本化期間の拡大をもたらすことにもな
る。 これを図示すると[図表6]のようになるO
[図表6] :使用権資産の構成要素とその意味
使用権資産として認識
リース物件の使朋に係わる基本契約部分 更新オプション部分
現行基準では含まれないオペレーテイング・ 未履行契約部分も含むため
リースも含むため資本化範囲の拡大をもたらす 資本化期間の拡大をもたら
す
第三に， リース期間に上記のような不確実な要素が含まれるため， リース期
間の再査定が求められる点である。 これは， リース期間の再査定が財務諸表の
利用者に目的適合的な情報を提供することに資するとの考えから要請されるも
のである170 しかしながら， 計算設例3および4で示したように， リース期間
の再評価は， 測定されるリース料支払負債の金額の修正をもたらし， また， そ
の影響を受けリース資産の金額の修正をもたらすことになるO そのため， リー
ス期間の再査定が行われることにより， 財務諸表数値に対する信頼性を減少さ
せる恐れがある180
以上述べた「公開草案」におけるオプションの認識に関する特徴点を，
IASBの公表資料にもとづき現行基準と比較して示すと[図表7]のようにな
る。
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[図表7] :更新オプションのリース期間への算入に関する比較
IAS 17 公開草案
認識の前提と オプションの行使が合理的に確実と 契約に含まれるすべての明示的・黙示的なオ
なる考え方 認められる基準を超えると時に認識 プションと法令の運用による影響とを考慮し
する蓋然性の閥値が採用されている て， 発生しない可能性よりも発生する可能性
(IASB [2009a]， 6. 27項)。 の方が高くなる最長の起こりうる期間とする
考えが採用されている(IASB [2010a]， B 16 
項)。
更新オプシヨ リース期間は借手がリース契約を締 リース期間は， 起こりうるそれぞれの期間の
ンの認識 結した解約不能期間に， リース開始 発生確率の見積りを， リースの更新又は終了
日において合理的に確実視されてい のオプションの影響を考慮に入れて行うこと
るオプション期間を含む期間とする によりリース期間を決定する(IASB [2010 
(IAS17，4項)。 a]，13項， 34項， 51項)。
長所 現行基準におけるアプローチである -多様なオプションを持つリースに対してよ
ので ， 利用者が精通し て い る く機能する(IASB [2009b]， 36項)。
(IASB [2009a]， 6. 29項)。 -すべての関連性のある要因を考慮してリー
ス期聞を決定する(IASB [2010b]， BC 119 
項)。
短所 -閥値を設けるとブライトラインテ -負債の見直しの頻度が増し， 財務報告の有
ストを用 い る こ とに な る ( IASB 用性が低減する可能性がある(IASB [2010 
[2009a]， 6. 27項)。 b]， BC 119項)。
-概念的に正しい蓋然性の閥値は存 -未履行契約の認識に繋がる。
在しない。 また， 蓋然性の閥値を定
めると原則主義ではなくなる(同，
6.30項)。
オプション期 ファイナンス ・ リースとオベレー リース資産およびリース負債の金額の大きさ
間算入の影響 テイング・ リースの分類に影響を与 に影響を与える(IASB [2009a]， 6. 27項)。
える(IASB [2009a]， 6. 27項)。
6. おわりに
以上， 本稿では， I公開草案」で提案されたリース取引の基本的会計処理に
ついて， とくにリース契約の基本となる使用権資産と， リース期間のオプショ
ンのふたつの認識問題に限定して考察を行った。
これまで見てきたように， 使用権モデルでは， 使用権資産の会計処理におい
て， 現行基準において資本化の対象とならないオペレーテイング・ リースを含
むリース契約全体の資本化をもたらすことになるため， 資本化範囲の拡大をも
たらすことになるO これにより， 現行基準のもとでリース契約をオベレーテイ
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ング･リースとなるよう構築することにより行われてきた資本化回避行動が実
質的に不可能となり,その結果,リース契約に係る財務情報の質が大幅に改善
されることになる｡
また,オプションの認識においては,リース開始日においてオプション行使
を合理的に予測し,これを含めてリース期間の決定が行われるため,解約不能
期間を超える将来期間に係るリース料が資本化されることになる｡さらに,
リース期間の再査定を行うことによりリース資産およびリース負債の金額に増
減が生じる可能性があるため,オプションの認識は,これら資産および負債の
金額の信頼性を低下させることとなり,ひいては財務情報の質を低下させる可
能性も内包することになる｡そのため,今後,リース期間の決定にあたってい
かに合理的な予測を可能とするかが財務情報の有用性の点で重要となるであろ
う｡また,リース期間決定にあたっての具体的指針が必要となるかもしれな
い｡そうした具体的判断に直面した時,国際会計基準の基礎にある原則主義と
整合的な予測方法ないし指針をどのようにして生み出すことができるか,今後
議論を深めることが必要となろう｡
注
1 IASB [2010a]およびIASB [2010b]である｡これは,計画に従えば2011年の第
2四半期に基準化される予定である｡
2 IASB [2010a]が公表される過程において共同プロジェクトにおいて取り上げら
れてきた使用権モデルの特質については･菱山[2009a]および菱山[2009b]を参
照されたい｡
3　原則主義の考え方については, FASB [2002] pp･4-9を参照されたい｡
4リース開始日とは,貸手が原資産を借手に利用可能にする目を意味する(IASB
[2010a] Appendix A) ｡
5リース契約締結日とは,リース契約の日とリース契約の当事者がリース契約を合
意した臼のいずれか早い日を意味する(IASB [2010a] AppendixA)｡
6　取引の性質とともに,リース料,リース期間および変動リース料のような固有の
条件を考慮した割引率(IASB [2010a] AppendixA)｡
7　倍手が使用権資産を償却原価で測定する場合には,使用権資産はリース開始日か
らリース期間の終了日に及ぶ期間と原資産の耐用年数にわたる期間のいずれか短い
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期間で組織的方法にもとづき償却する。 借手は償却方法を選択し， 償却期間と償却
方法をlAS38 に従って再考する(lASB [2010aJ 20項)。 また， 借手は， lAS36 に従
い， 各報告日に使用権資産が減損しているかどうかを決定し減損損失を認識しなけ
ればならない(同， 24項)。
8 r公開草案」では， 再評価については別途次のように規定している。 借手は， 自
己で所有する有形固定資産のすべてをlAS16 �こ従って再評価する場合には， 再評価
日後に生じる償却費と減損損失を控除して再評価日における公正価値で使用権資産
を測定しでもよい(lASB [2010aJ 21項)。
9 lASB [2010bJ BC148項。
10 この影響については菱山[2006Jを参照されたい。
11 ただし， こうした処理が理論的に整合的なものかは議論の余地がある。 使用権モ
デルはリース取引をリース物件の移転ではなく使用権のみの移転と見るモデルであ
ると考えるならば， 貸手において認識中止を行う必要はない。 この見方によれば，
借手と整合する貸手の処理は履行義務アプローチのみになる。 しかし， リース事業
協会[2010Jでは， 貸手の履行義務はリース物件を引き渡すことで完了しているか
ら， 借手の使用権モデルと整合する貸手の処理は認識中止アプローチのみとしてい
る( リース事業協会[2010J 13頁)。 また， r公開草案」では， リスクの性質に着目
し， 貸手のリースの意図がファイナンスにある場合には主たるリスクは信用リスク
になるため， 認識中止アプローチが選択され， 貸手の意図が原資産の利用リターン
を得ることにある場合には主たるリスクは資産リスクになるため， 履行義務アプ
ローチが採用されるとしている(lASB [2010bJ BC 27項)。
12 これについてlASB [2010bJ BC72， 92-94項を参照。
13 r公開草案」ではリース期間の不確実性を認識を通して取り扱う処理が採用され
た。 これが公表される過程において， 下記{注図表 1]に示すいくつかの処理方法
が検討されていた。
[注図表1]検討されたオプションの処理方法
アプローチ
概 要
主たる長所・短所
構 成 要 素ア プ
①リース契約の構成要素(権利と義
①オプション市場が存在しないため， 測
ロ
ー
チ
務)のそれぞれを， それらが資産
定上の困難さを伴う。
と負債として認められる場合に ②財務諸表の作成者にとって多く
の
コ
ス
は， 個々に認識し， 測定する。 トが生じ， 利用者にとって有用な情報
②リース物件を使用する権利と期間 を提供しえない可能性がある。
オプションを区別して処理する。
開示アプローチ ①オプションを個別に認識せず， 期
①困難さを伴う測定問題を避けることが
聞にかかる不確実性を開示する。 でき， 適用も用意。
②借手は最小の契約期間に対する権 ②借手の負債が， 契約上の支払義務を反
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利と義務を認識するのみで，期間 映する。
オプションは開示されるのみであ ③オプションが認識・測定されない。
る。 ④リースの規模の大きい借手にとって，
開示が長く複雑になり理解を困難にさ
せる。
測定アプローチ ①オプションを個別に認識せず，期 ①オプシヨンの存在が当初測定と事後測|
聞にかかる不確実性はリース料の 定の双方に反映される。
支払義務の測定において扱われ ②更新オプションと終了オプションを区l
る。 別する必要がない。
②当初期間10年，延長期間5年の ③オプションが行使されるかどうかに影
場合で，延長の可能性が80%の 響を与える企業固有の要因を考癒す
とき，10年間×年間リース料× る。
20%と15年×年間 リ ー ス科× ④オプションの行使の蓋然性を信頼性を
80%の合計として資産と負債を もって測定する困難性を伴う。
測定する。 ⑤借手の負債が将来起こりうる帰結を反
映しない。
認識アプローチ ①期間の不確実性を認識に取り込む ①単一資産負債アプローチの採用。その
方法を採用。 ため，オプシヨンを個別に認識しな
②借手によって認識される資産と負 しミ。
債は最も起こりうる期間に基礎づ ②期間オプションを当初認識時に認識す
けられる。 るため，負債の定義を満たさない負債
③当該期間は報告日毎に再評価され の認識につながる。
る。 ③オプションの行使が不確実のとき，オ
④再評価から生じるリース料の支払 プションが無視される。
義務の変動は 使用権資産の繰越額 ④当初期間10年と5年のオプション付
の修正として認識される。 きリースと15年の解約不能リースと
を区別できない。
*IASB [2009 bJより作成
14 IASB [2009a]では最も起こりうる期間が提案されていた。 ただし， 主観的で、あ
るとの批判が起こり「公開草案」では修正が行われた。 なお， r公開草案」公表ま
でに下記[注図表2]に示すいくつかのアプローチが検討されていた。
[注図表2]検討されたリース期間の決定方法
アプローチ 意 義 主たる長所・短所
最も発生可能性 リース期聞を，合理的かつ裏付け可 ①オプションの測定を個別に行うアプ
の高いリース期 能な過程を基礎として決定する。 ローチより適用が容易であり，オプ
間 「討議資料」で採用されるアプロー ションの行使に係る企業固有の要因を
チである。 反映できる。
②リース期聞がきわめて主観的となる。
また，負債の定義を満たさない負債の
認識に繋がる。
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契約上の最小期 リース期聞を， 契約期間に行使され
間+合理的に確 ることが合理的に確実視されるオプ
実な追加期間 ション期聞を追加した期間と見る。
この方法は現在の基準で採用される
アプローチである。
契約上の最小期 契約上の最小期間にオプション期間
間+更新するイ において更新する権利を行使するイ
ンセンティブを ンセンティブを与えるよう価格設定
与えるよう価格 されたオプション期間を追加した期
設定された追加 聞とみるアプローチである。
期間
①リース資産および負債の再測定が， 最
も生起するリース期間アプローチのよ
うに起こらない。 現行基準の方法であ
るので利用者や作成者によく知られた
方法である。
②リース契約の組成によって資産および
負債が最小化されることがある。 行使
される蓋然性のあるオプションが無視
されることによりきわめて重要な情報
が提供されない可能性がある。
①リース資産および負債の再測定が， 最
も生起するリース期間アプローチより
も頻繁に起こらないし， 全く必要とさ
れない可能性がある。
�何がインセンティブを構成するかにつ
いての詳細な指針を示す必要がある。
価格に反映されない要因を理由に行使
される可能性のあるオプションを無視
するので重要な情報が提供されない可
能性がある。
*凶SB [2009b] 34-37項およびIASB [2010 b] BC114-119項より作成
15 菱山[2009aJ 227-229頁およびL\SB [2007J 28-31を参照されたい。
16 現行基準のもとではオペレーテイング・リースとなるようリース契約が組成され
る傾向にあるため， リース期間を解約不能部分を超えて長期に想定することは考え
難い。 なお， 佐藤[2009J および佐藤[2011J も参照されたい。
17 L\SB [2009aJ， 6.47項およびL\SB [2010bJ BC 132項。
18 L\SB [2010bJ BC120項では， オプション行使の不可能性について借手と貸手で
異なる結論になることもあるとしている。 なお， 現行基準(L\S17)では， リース
期間の変更はリースの分類に影響を及ぼすため， 原則として行われることはない。
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